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東海村下水道事業の会計を、現在の特別会計から公営企業会計に

移行する方針が示されました（2019 年度実施の方向） 

[執行部説明から]… 条例案提出は、今年 12 月議会 

企業会計にするメリット 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※企業会計への移行について、住民の皆様へのお知らせは、今夏 

ごろの「広報とうかい」にて。 

【住民のメリット】として説明しているのは、 

・経営状況を公表することで、経営の透明性が向上する 

・財務諸表の作成により、他自治体との比較が可能になる 

※5 月 30 日広告で、公営企業会計システム導入及び運用保守業務 

に関して、公募により企画提案を募集する。 

こんにちは！ 日本共産党の村議 共謀罪法は廃止、憲法 9条は世界の宝         2018．5．31 418 
 〒319-1112 東海村村松 2401-2 

電話・FAX  029-284-0761 
Ｅ-ｍａｉｌ  toukai@oona-mieko.info 

6 月議会一般質問 

項目を通告しました 

１．「東海村公共施設等総合管理計画」推進の現状

について 

２．「東海村広域避難計画」策定に向けた諸課題に

ついて 

３．子育て支援強化の一環として、こどもの医療

費無料化を高卒までに年齢引き上げを 

４．不登校児童・生徒への対応と、教育支援セン

ターとの連携について 

５．村立小・中学校の教育費の保護者負担の現状

と軽減策について 

一般質問を行なうのは 15議員です 

6 月 11 日（月）10 時から 

①笹島士郎議員 ②清宮壽子議員 ③恵利いつ議員 

④武部慎一議員 ⑤吉田充宏議員 

6 月 12 日（火）10 時から 

①大名美恵子   ②阿部功志議員 ③岡崎悟 議員 

④植木伸寿議員 ⑤新垣麻依子議員 

6 月 13 日（水）10 時から 

①舛井文夫議員 ②村上孝 議員  ③江田五六議員 

④飛田静幸議員 ⑤河野健一議員 

◍各議員の通告内容は、議会 HP に掲載されています 

   http://www.vill.tokai-gikai.jp/quession.php 

 

①経営状況を明確にすることができる 

貸借対照表、損益計算書、固定資産台帳を作ることにより、 

事業の安定的な継続を実現する企業経営を構築することが可

能になる。 

②損益情報・ストック（資産）情報の把握により適切な経営戦

略（10 年間）が策定できる。 

③消費税の削減 

 減価償却費の仕組み導入により、消費税計算の特例を受ける

ことが可能になる（住民ではなく、役場が）。 

【適用方法】… 一部適用 

全部適用の場合と一部適用の場合に

ついて比較した結果、東海村は一部適

用とする考えだそうです。 

特に効果が発揮できると判断したの

は、浄化槽事業について現状どおり下

水道課が所管できること。 

概略です 

【説明を聞いて、大名が感じたこと】 

総務大臣通知に基づき実施されるも

のですが、水に関わる公共料金の問題

です。下水道会計の安定化は目指せる

かもしれませんが、財源確保の主役は、

住民が支払う下水道使用料になること

が想定されます。一般会計からの繰り

入れは認められるようですが、公共料

金の大はば引き上げにつながりかねな

いことが懸念されます。 

 


